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１．サウンディング概要
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事業発案段階や事業化段階において、事業内容や事業ス
キーム等に関して、直接の対話により民間事業者の意見や新た
な提案の把握等を行うことで、対象事業の検討を進展させるた
めの情報収集を行うもの（「事業発案時の官民対話」）

対象事業の検討段階で広く対外的に情報提供することで、当
該事業への民間事業者の参入意欲の向上を期待するもの
（「公募条件検討時の官民対話」）

参照）：内閣府、総務省、国土交通省
PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド

サウンディングとは？



4

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き」

民間事業者意向調査の段階別手法
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段階別の最適な対話・提案手法

事業発案段階
 事業の構想検討を主な目的とする場合には、民間提案の「構想提案
型」または「段階提案型」が適している。

事業発案段階
 基本計画を策定する場合や、事業化検討段階において事業手法を
検討し公募要項を検討することを目的とする場合には、「セミナー・
フォーラム活用型」または「サウンディング型」が適している。

事業者選定段階
 公募を行い、事業者を決定することを主な目的とする場合には、「競

争的対話型」または「段階選定型」が適している。

出典：国土交通省総合政策局 PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集
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主な方法 メリット デメリット
オープン方式
複数の事業者等か
らの意見聴取を公開
の場で行う

複数の事業者等の意見を
比較し、場合によっては共に
議論をしながら、意見を聴く
ことが可能

競合相手等が同席して
いる場合もあるため、具体
的なアイデア、ノウハウを開
示して貰えない可能性あり

クローズ方式
事業者からの意見
聴取等を個別に行う

事業者から、より具体的・
積極的なアイデアやノウハウ
を聴くことが可能

公平性、透明性等の担
保について、一層の留意が
必要（特に公募条件等の
検討時の場合）

アンケート方式
事業者等からの意
見聴取を書面やWeb
等を通じて行う

短時間により多くの事業
者から意見を聴くことが可能

直接対話を行わないため、
双方の意図が十分に伝わ
らない可能性がある

サウンディング方式



オープン方式

区分 対応方針

オープン方式  サウンディング結果概要については、サウンディング企業の独自ノ
ウハウに係る事項を除き、公表することを基本とする。

 なお、サウンディング結果概要の取り扱いについては、予めサウン
ディング調査実施要綱で明記する。

 公募型サウンディングか個別ヒアリングのいずれで実施するかを予め甲乙で協議す
る。
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8出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成



クローズ方式

区分 対応方針

クローズ方式  事前協議の上で、ヒアリングの実施主体を明確にする
 ヒアリング対象者リストは事前に作成し甲の了解を得る（リスト
アップした理由・基準を明確にしておく）

民間コンサル名で実施する場合は、提示資料も民間コンサル作
成資料として実施
ヒアリング企業から他のヒアリング実施企業の数・企業名の質問
があっても開示しない。
提示資料はやむを得ずメール送付する場合はパスワードをつける
上記対応については全て議事録に残し発注者に確認

9
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クローズ方式の留意事項

実施主体 留意事項
① 発注者が主体と

なり実施
（民間コンサルは発
注者の支援）

① 発注者が主体となることで公民の直接対話が可能と
なる一方で、ヒアリング企業の本音が聞けない（営
業トークになる）可能性有

② 検討熟度や発注者側の関係者との調整の進捗状
況等により、発注者が主体となりヒアリングを実施する
ことは時期尚早と判断する場合も多い。

② 民間コンサルが
主体

（基本発注者は
同席しない）

① ヒアリング企業の本音ベースでの意見収集に有効だ
が、情報の取扱やヒアリング結果の発注者との意思
疎通（ヒアリング結果のニュアンスを上手く報告する
必要あり）に留意が必要
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①発注者が主体 ②民間コンサルが主体

共通

• ヒアリング対象企業の選定方法・選定基準を明確にする。
• 事業者公募手続きとは別のステップであることを明確にする。（公募段階
でヒアリング企業に有利に働く措置等は行わない）

• ヒアリング対象企業に他のヒアリング実施企業の数・企業名、他社のヒアリ
ング回答の状況は開示しない

（開示する場合は事前にヒアリング企業の承諾を得る）

民間事業
者への連絡

• 発注者から連絡することを基
本

• 発注者にヒアリング対象企業、開示資
料内容を確認の上で、民間コンサルか
ら直接連絡する。

開示資料の
取り扱い

• 発注者名の資料を使用

• 調査受託者である民間コンサルがヒアリ
ングを実施する旨の趣旨書を発注社名
で発行しヒアリング企業にも配布

• 開示資料は、民間コンサル作成資料と
し、発注者作成資料を流用しない。

クローズ方式の留意事項



市場調査における文書類の取り扱い
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実施主体 発注者 業務受託者（コンサル）
対象者の選定方式 公募 指名 公募 指名
◆市場調査方法の実施要綱 要 推奨 要 不要
◆市場調査の案内 ― ― ― ―
・案内文書発出者
（コンサルを実施主体とする場合、行政か
ら趣意書を発出）

発注者 発注者 コンサル コンサル

・発注者ホームページへの掲載 要 否 可 否
・PFI・PPP協会等第三者機関の活用 推奨 否 推奨 否
◆市場調査に用いる事業概要説明資料 ― ― ― ―
・資料発行責任者 発注者 発注者 コンサル コンサル
・公知以外の情報を用いることの可否 否 限定的に可 否 可
・説明資料について発注者の確認要否 要 要 要 要
◆市場調査の結果公表 ― ― ― ―

・公表媒体
発注者HP

調査報告

調査報告

（報告書公表

or非公表）

調査報告

（報告書公表

or非公表）

調査報告

（報告書公表

or非公表）
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チェックリスト

項目 確認事項 チェック欄
１意向調査
方法の確認

オープン方式かクローズ方式かを決定する

２オープン方
式の場合

サウンディング調査方法について、実施要綱を作成する
開催方法を確認（オープン式、クローズ式、アンケート）
ヒアリング資料の内容をクライアントに確認する

３クローズ方
式の場合

ヒアリングの実施主体（行政か民間コンサルか）を明確化
公開情報(ヒアリング資料）の内容をクライアントに確認
民間コンサルが主体となる場合、ヒアリング資料とともに「ヒアリング調
査は委託企業である民間コンサルが実施する」旨の趣旨書を作成
ヒアリング対象リストはリストアップした基準を明確し発注者が了承す
る
ヒアリング企業から他のヒアリング実施企業の数、企業名などの質問が
あっても開示しない
提示資料は、やむを得ずメール送付する場合はパスワードをつける

以下項目をチェックし合意事項を議事録として残す



２．具体的な進め方

ＨＰを活用したサウンディング例

例：枚方市の取組み
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自治体サウンディング事例（枚方市 王仁公園）

Ⅰ.サウンディング調査とは
① 現地説明会の開催
② 個別対話の実施
③ 対話内容
④ 参加方法
⑤ 参考資料（公園概要：現況と課題）
⑥ 留意事項

Ⅱ.現地説明会報告
・現地説明会後のヒアリング内容と質問受付

（添付）ヒアリングシート、質問シート

Ⅲ.企業からの回答

ＨＰ掲載項目
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

王仁公園のあり方検討に係るサウンディング調査を実施します

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


19出典：枚方市土木部みち・みどり室作成
https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


21出典：枚方市土木部みち・みどり室作成
https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


現地説明会開催報告

22
出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


ヒアリング内容
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分野 ヒアリング項目 ご回答
①公園の現状に対する評価（十分利用されているか、課題はあるか）
②理想的な活用イメージ・望ましいコンテンツ
③「②に対して」想定されるターゲット、利用形態
④公園の魅力、利点、ポテンシャル
⑤今後のプール施設のあり方
⑥付帯機能（売店、フィットネスジム等）や健康増進プログラムなどの利用促進アイディ
⑦水泳授業など、学校プールとしての施設運営について
⑧想定される利用者層、利用者数、利用料金
⑨運営事業者の業務分担・費用負担・事業期間
⑩採算性について（収入と支出の概算見積）
⑪その他　関心のある施設、機能など
⑫民間事業として関与可能なエリア
⑬導入施設の種類、事業スキーム（指定管理・設置管理・P-PFI、ＰＦＩなど）
⑭運営事業者の業務分担・費用負担・事業期間
⑮採算性について
⑯便益施設としてのポテンシャル、事業性、利用者増加の予測
⑰本件への参画の関心度　施設の商圏分析と出店の可能性など

アクセス ⑱公園までのアクセス、理想的な駐車場規模
その他 ⑲枚方市へのリクエスト・今後の対話の可能性有無

公園全体

プール施設
【必須施設】

便益施設

出典：枚方市土木部みち・みどり室作成
https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


質疑回答表
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出典：枚方市土木部みち・みどり室作成

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


各企業からの回答（抜粋）

26出典：枚方市土木部みち・みどり室作成
https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html

https://www.city.hirakata.osaka.jp/0000027488.html


３．他事例紹介
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 サウンディング対象案件
事業分類：公有地および公共施設の活用
事業方式：指定管理者制度または公有財産の貸付 等
事業規模：未定
対象施設：温浴施設、キャンプ場 JR駅構内施設 等

 事例として取り上げたポイント
サウンディングを複数回開催し、様々な事業者との関
係を着実に構築。今年度の事業者選定に向けたその後
の進展等、具体的な取組が参考となるため。

 背景
 昭和30年代までは多くの観光客が訪れていたが、

レジャーのあり方の変化や交通アクセスの悪化で
観光地として急速に衰退。

 核となる町営温泉施設、キャンプ場等の施設の運
営の見直しと河川敷や周辺の自然環境を利用した
キャンプ、カヌー、ボルダリング、グランドゴル
フ、トレッキング等のスポーツアクティビティ、
商店街体験等を組み合わせ、エリアとしての観光
地再生を図る。

案件概要

（事例１）笠置山表参道官民連携事業 サウンディング（京都府笠置町） ①

 目的
 キャンプ場と温浴施設の一体管理を行う民間事業

者を発掘し、河川のオープン化など事業収益性に
応じたインセンティブの仕組みづくりを検討する。

 第1回サウンディングでは、事業者の参画意向や
まちのポテンシャルなど事業の市場性を把握する
ことを目的とした。

 第2回サウンディングでは、第1回目のサウン
ディング等を踏まえ、事業参画にあたっての条件
を明確にすることを目的とした。

○事業スキームのポイント
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サウンディング概要

第1回サウンディング 第2回サウンディング

実施目的

笠置町が目指すまちづくりの方向性を踏まえ事業ス
キームを整理し、幅広い民間事業者を対象に、事業の
基本構想や施設整備のあり方等について意見を聴収す
ることを目的とした。
⇒参画意向の把握を主な目的としたサウンディング

現地視察を実施したほか、参画意向のある民間事業者等を
対象に、施設の財務状況等を示すとともに、設備改修など
今後の施設整備の方向性等を踏まえた官民の役割分担等に
ついて意見を聴取することを目的とした。
⇒事業化にあたっての条件把握を目的としたサウンディン
グ

実施方式 オープン形式で実施 個別形式で実施

対話内容

①対象施設に関する意見
 温浴施設の運営管理について
 キャンプ場の運営管理について
②観光資源に関する意見
③まちづくりの方向性に関する意見
④河川のオープン化に関する意見
⑤事業内容に関する意見
 事業手法、運営方法について
 温浴施設の施設・設備整備について
 キャンプ場の施設・設備整備について
 温浴施設とキャンプ場の一体運営について
 事業スケジュールについて

①温浴施設、キャンプ場、笠置駅舎の活用について
 活用のアイデアや実施する事業の内容
 整備する施設、設備等の内容
 事業方式、資金計画
②地域貢献について
③ 対象施設や観光資源の活用にあたっての課題について
④ その他の想定できる活用方法の提案について
⑤ 事業実施にあたって、行政に期待する支援について

（事例１）笠置山表参道官民連携事業 サウンディング（京都府笠置町） ②
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 サウンディング実施後の取組
 民間事業者との個別対話による事業化段階に進

展。民間事業者の意向を踏まえたより実効性の
高い事業スキームを検討したうえで、現地視察
を踏まえたサウンディング調査を実施。

 現地視察を通じた情報提供および官民の役割分
担、インセンティブ付与などについて意見交換。
事業参画にあたっての条件等を明確にし、事業
化に向けた継続的な対話につながった。

 今後、民間事業者等との社会実験を通じて、河
川のオープン化の実現を目指し、河川利用の増
進に向けた取組を進める。

サウンディング実施結果

（事例１）笠置山表参道官民連携事業 サウンディング（京都府笠置町） ③

 第1回サウンディング
【参加事業者】4社（デベロッパー、アウトドア事業者
等）
【主な意見】
 入場者数が増えているのは、キャンプ場としての素

材がよいということ。客単価を上げるためには、ソ
フトの充実が不可欠。

 アメニティとして、水洗トイレ、シャワー、更衣室
、交流スペースは必要。

 キャンプ場と温浴施設を再生して、町をどうすると
いうストーリーが必要

 スポーツアクティビティを楽しむ人の２拠点居住を
進めるというのは、おもしろい大都市にも近く、可
能性のあると思う。

 第2回サウンディング
【参加事業者】3社（デベロッパー、アウトドア事業者
等）
【主な意見】
 条件によっては、一体管理による運営も可能。引き

継続き事業化に向けた対話を行いたい。
 周辺エリアとの連携をプロモーションすることで、

様々な滞在をイメージすることができるのでは。 笠置キャンプ場いこいの館

 キャンプ場については、料金徴収だけではなく、
夜間の管理等も含めたサービス向上が重要となる。

 キャンプ場のリニューアルにあたり、下水や電気
等のインフラは、行政側で整備いただきたい。
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 サウンディング対象案件
事業分類：庁舎
事業方式：PRE（公的不動産活用）
事業規模：
 旧庁舎 約4,000㎡
 警察署 約1,500㎡
 南側駐車場・駐輪場 約1,900㎡ 合計 約

7,400㎡
 商業地域、防火地域 建ぺい率80％・容積率

400％
サウンディング実施時期：平成30年9月実施
想定スケジュール
 令和元年12月 旧庁舎解体（更地化）
 令和3年度 隣接警察署移転、土地返還
 令和4年度～ 供用開始
 工事着工（旧庁舎敷地部分先行の場合）

令和2年～（旧庁舎敷地部分）
令和4年～（警察署敷地部分）

 現状評価・課題
 交通の利便性が非常に高い
 近年マンション供給が進んでいる
 オープンスペースが不足
 駅前であるが駅前らしさが感じられない
 文禄堤などの歴史的資源の活用が課題

■導入機能・整備の考え方（イメージ）
 地下鉄守口駅直結を活かした機能配置
 地下鉄から地上へ出た際のホスピタリティ空間の

整備みどり・憩い空間の整備
 新しいライフスタイルを創出する魅力機能の導入
 文禄堤方面へのまちの広がりを意識した敷地計画

案件概要

（事例２）民間活力による旧庁舎跡地の活用（守口市）

検討対象施設
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 民間事業者への提供情報
 現況図
 現況評価情報（周辺土地利用状況、人口世帯分

布、施設概要、交通量、バス乗降客数、駅利用
者数）

 市民アンケート調査結果、施設関係者アンケー
ト調査結果

 上位計画（将来都市ビジョン）

 想定される管理運営方式【事業方式】
 土地借地による貸し付けを希望
 売却は想定していないが民間要望があれば検討

サウンディング概要

 サウンディング形式
官民連携事業の推進のための地方ブロックプ
ラットフォーム「サウンディング」を活用
（平成30年9月27日（火）16～17時）

 参加者
民間事業者６社（デベロッパー、ゼネコン、

金融、リース会社）、参加者（民間１０団体、
行政１６団体）

 サウンディングの目的
 事業発案段階でのサウンディング
 旧庁舎跡地について、「ゆとりあるオープ

ンスペース」と「魅力的な都市機能」を導
入するにあたり、どのような活用が考えら
れるか、民間事業者と意見交換を行うとと
もに、参入意欲について感触を得ることを
目的とする。

（事例２）民間活力による旧庁舎跡地の活用（守口市）

 対話内容
 本事業の課題
 事業方式、敷地の利用計画（整備する施設の内容等）
 事業期間、資金計画
 設計・施工・運営を一体的に実施した場合と個別に実

施した場合の事業期間や全体事業費についての違い
 敷地の整備と併せて、対象地区の賑わいを高めるため

の周辺のまちづくりのアイデア
 その他民間からの提案等



33

 実施民間事業者からの主な意見
 売却および長期借地期間（30年）の要望あり
 定期借地マンションは肯定だが戸数が課題
 用地内駐輪場の管理運営は難しい
 開発開始時期について同時が望ましい
 活用用途として、定借マンション、サンクンガーデン

等が想定されるが、施設単体よりも一体開発のほ
うが統一コンセプトとスケールメリットが実現できる

 サウンディングの成果
 民間事業者に跡地活用の情報が広く周知されたと

ともに、複数の民間事業者による開発需要が確認
でき、基本構想策定及び事業者選定に向けた予
算化などの内部調整に役立った

 市が想定する活用用途について民間ビジネスの視
点から意見聴取ができた

 「売却」の意見に対しては、庁内議論の結果、将
来のまちづくりの自由度を確保するため長期貸付を
選択した

 「開発時期同時化」「施設毎の個別事業化は困
難」との意見を踏まえ、複数施設の同時提案の受
付を可能とした

サウンディング実施結果

（事例２）民間活力による旧庁舎跡地の活用（守口市）

地方ブロックプラットフォーム「サウンディング」（H30.9月）

守口市旧本庁舎等跡地活用基本構想（案）（H31.1月）

守口市旧本庁舎等跡地活用基本構想策定（H31.3月）

パブリックコメント募集（H31.2）

事業者選定支援業務発注（プロポーザルによるコンサル発注）(R1.5）

事業化へ

 サウンディング後の事業化に向けた動き

 事業化スケジュール 出典「守口市旧本庁舎等跡地活用基本構想（平成31年3月）」



４．サウディング実施にあたっての
心構えと準備



地方公共団体の心構え

 なにはともあれ「やる気」と「一緒にやろうという意気込み」

 ビジョン、スケジュールを明確にする

 民間事業者が欲しい情報を予め用意する（特に定量データ）

 民間事業者のアイディアを最大限引き出す

 民間事業者に何を求めているかを具体的に伝える（安さだけでは×）

 民間事業者にとってのメリットを明確にする

 普段から情報を集め、庁内で共有する

 国交省サウンディングなどを活用する



民間事業者が欲しい情報
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１ 現在の検討段階（事業発案段階、事業化検討段階、事業者選定段階）
２ 事業スケジュール（事業者募集、選定、契約、運営など）
３ 施設、土地の所有形態
４ インフラ整備状況
５ 周辺の主要施設、競合施設、開発計画
６ 施設別の利用状況（日別、時間別の来客数、売上、駐車数など）
７ 利用者情報（属性：年齢層・人数、利用交通手段、評価：要望・クレーム）
８ 現指定管理者の契約情報（団体名、契約内容、契約期間、収支内訳）
９ 法規制、制約条件
１０ 要望（土地は売却しない、市の支出削減を最優先など）
１１ 潜在的なリスク（地盤が弱い、停電、断水の可能性、住民訴訟など）
１２ 市の過去の検討成果



普段から情報を集め、庁内で共有する
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○ 官民連携の実績や深い知見があり、面白いアイディアをもった民間事業者とつながるためには、行政側もPPP/PFI
の知見を高めるとともに、民間事業者とのつながりを大切にすることが重要

○ そのため、通常の業務にあたって、民間事業者との関係づくりを図ることが重要

 有意義だった。ぜひ次回も参
加したい。

 画期的な取組だった。

 官民連携への取組に積極的
な民間事業者との出会いの
場として、今回はとても有意
義なイベントだった。

 同様の会議を、東京のみでな
く、各地方単位でも実施して
ほしい。

参加した地方公共団体からの感想

イベントにおける提案事業者

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成

・ 株式会社 R.project
⇒ 都市公園や遊休地を活用したキャンプ事業
・ 認定NPO法人 芸術と遊び創造協議会
⇒ 姉妹おもちゃ美術館の創設
・ 株式会社 スノーピーク
⇒ 公園や遊休地、キャンプ場などで公共空間のにぎわ
い創出・活用
・ u.company inc 株式会社
⇒ 地域社会の産業を活性化させるホテル事業
・ 株式会社 リビタ
⇒ 地域の活動拠点を内包したシェア型複合ホテル
・ YMSコンソーシアム
三井住友建設 株式会社、
株式会社 ムラサキスポーツ、
株式会社 矢野研究所）
⇒ 公共空間を活用したＸスポーツ施設

例）地方公共団体と民間事業者による対話型イベント 「公共空間活用作戦会議」（平成31年２月８日開催）



国交省の仕組みを活用する
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○ PPP（Public-Private-Partnership）協定について

• 国土交通省とPPP協定を締結した民間事業者が、協定パートナーとして、地方公共団体職員・地場企業向け
にセミナーの開催、コンサルティングの実施、データベースの提供を行う。

セミナーパートナー
国土交通省とPPP協定を締結した民間事業者が、協定パートナーとして、地方公共団体職員・地場企業等
を対象としたセミナーの開催やコンサルティングの実施、データベースの提供を行う

セミナーパートナー （９者）

株式会社 オリエンタルコンサルタンツ 一般社団法人 日本不動産研究所

一般社団法人 国土政策研究会 株式会社 ブレインファーム

特定非営利活動法人 全国地域PFI協会 株式会社 北海道銀行

大和リース 株式会社 株式会社 YMFG ZONEプラニング

日本管財 株式会社

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成

官民対話への参加に向けて、国や地方公共団体、民間事業者が主催するセミナー等に積極的に参加して知識
を醸成することが重要です。
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参考 令和元年度ブロックプラットフォームサウンディング概要

【東北ブロック サウンディング会場】

【サウンディングブースのイメージ】

傍
聴
席

相談者（自治体等） 事務局

提案者・助言者（民間事業者等）

傍
聴
席

○ブロックプラットフォーム サウンディングの流れ
地方公共団体等に対し、

サウンディングを行いたい案件を募集

サウンディングの実施
１案件ごとに、地方公共団体と、当該案件に助言
等を行う民間事業者が一同に会し、意見交換
（オープン方式サウンディング）

応募案件を公表し、助言等を行う民間事業者を
募集

○開催までの流れ

案件募集
（１次）

7/22（月）
～8/30（金）

官民対話
促進会議

8/2（金）

・サウンディングまで
の準備や当日の
流れ、自治体とし
て持つべき態度
等について説明

サウンディング
実施

７、８月 ９、１０月

案件募集
（２次）

9/2（月）
～9/30（月）

民間事業者募集
10/10（木）
～11/8（金）

・案件概要、様式を
国交省HPに掲載し、
関心のある民間事
業者を募集
・民間事業者から案
件に対する事前質
問を受付

ヒアリング
～10/31（木）

・有意義なサウン
ディングとするため
に、コンサル等の
ヒアリングにより、
当日資料の熟
度を向上

１１、１２月

プレゼン希望
事業者募集
9/9（月）

～9/30（月）

・各会場にて、サウ
ンディングへの参
加を予定している
事業者から参加
自治体職員へア
ピールする時間を
確保

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成
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参考 令和元年度官民対話促進会議 開催概要
○ 官民対話（サウンディング等）が普及しつつある中で、その質を高めるための示唆を国から情報提供。
○ 国だけでなく、斬新な公共空間の活用の向けた提案を持つ民間事業者が登壇。官民連携事業による賑わい創出をはじ

めとした効果について紹介。
○ 全国の地方公共団体職員約300名が参加。

概要

○ 日 時：令和元年８月２日（金）
12:20～16:00

○ 場 所：三田共用会議所
○ 参 加 者：約300名

講演内容
講演内容 講演者

主催者挨拶 国土交通省 大臣官房審議官（総合政策局担当）
市川 篤志

サウンディングの進め
方と留意点

国土交通省総合政策局 社会資本整備政策課
政策企画官 上森 康幹

内閣府からの情報提供 内閣府民間資金等活用事業推進室
企画官 阿部 俊彦

民間事業者からみたサ
ウンディング

森ビル都市企画株式会社 調査企画部
部長補佐 三輪 恭之

官民連携事業の効果

デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザ
リー合同会社
インフラ・PPPアドバイザリー
シニアヴァイスプレジデント 片桐 亮

地域社会に根ざしたコ
ミュニティーカフェとな
る

タリーズコーヒージャパン株式会社 事業開発管
理グループ
グループ長 知久 和男

日本の既存資源に新た
な価値を

株式会社R.project
代表取締役 丹埜 倫

“やってみたい”を叶え
よう

株式会社スペースマーケット
経営企画兼公共政策ディレクター 積田 有平

多世代交流のミュージ
アム

認定NPO法人芸術と遊び創造協会
理事長 多田 千尋

提案内容

（タリーズコーヒージャパン）
・ 公園や地元産業の特性を活かし
た出店

・ 出店を検討する場合に、民間事
業者が注意する点

（R.project）
・ 地方公共団体からよく相談される
維持管理コストの削減、認知度の
向上、利用者ニーズを把握した運
営

・ 現運営者との関係、人材不足と
いった悩みへの解決策

（スペースマーケット）
・ 活用出来ていない公的不動産の
活用方法について、地域住民の
ニーズに対応した提案

（芸術と遊び創造協会）
・ クラウドファンディングによる施設作
り、地域住民によるボランティアス
タッフの枠組み形成等による多世
代交流空間の提案

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成



参考 令和元年度サウンディングの実施状況

■ 全国６会場で開催し、71自治体から84件の応募
H30年度：平均13.5件/会場 ⇒ R1年度：平均14.0件/会場

■ 地域事業者への声かけを強化し、参画民間事業者が増加
H30年度：平均5.8社/件 ⇒ R1年度：平均6.2社/件

○案件の検討段階

○事業分野

■ R１年度は、民間事業者のアピールタイムを設けることで、
官民双方向の対話とする意識を醸成

R１年度は延べ36社に登壇いただき、322名の自治体担当者が参加

開催地 開催日 会場 案件数 参加
事業者数

東北 11月25日（月） フォレスト仙台 18件
（14自治体）

108社
（6.0社/件）

関東 12月5日（木） TKP東京駅日本橋カ
ンファレンスセンター

15件
（13自治体）

138社
（9.2社/件）

中部 12月2日（月） ウインクあいち 12件
（10自治体）

104社
（8.6社/件）

近畿 11月26日（火） TKP大阪本町カンファ
レンスセンター

21件
（18自治体）

78社
（3.7社/件）

中国 11月29日（金） 岡山国際交流セン
ター

6件
（6自治体）

32社
（5.3社/件）

九州・
沖縄

11月22日（金） 福岡県中小企業振
興センター

12件
（10自治体）

64社
（5.3社/件）

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成

事業発案
75%

事業化検討
19%

事業者選定
6%

公園
21%

未利用地
14%

公共施設
36%

学校跡地
5%

公営住宅
5%

その他
19%

※庁舎、温浴施設、給食センター等
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令和元年度サウンディング（近畿ブロック）

○ サウンディングの留意点を説明した後、
アピールタイムを実施して、民間事業者
から参加地方公共団体あて官民連携事業
の実績や提案を説明

〇 参加自治体 91名

（参加事業者 4社）
・株式会社コプラス
・シダックス株式会社

○ 全案件で複数の民間事業者が参加
（参加案件：21件、参加者：142名）

○ 事前にコンサルタントが資料について助言。
当日もファシリテートを実施。

アピールタイム

サウンディング

・大和リース株式会社
・森ビル都市企画株式会社

出典：国土交通省総合政策局社会資本整備課 作成



５．参考資料



参考資料
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● PFI関連法令・ガイドライン

⇒内閣府 PPP/PFI推進室 公表資料「PPP/PFIの概要及び事例集」
（https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/pfi_gaiyou/pfi_gaiyou.html）

• 地方公共団体の担当者向けの資料
• 大規模な公共施設等の新設・改修、運営・維持管理コストの見直しを行おうとする場合に、まず

PPP/PFI手法の導入検討を促す目的で掲載

● PPP/PFIの概要及び事例集

⇒内閣府 PPP/PFI推進室 公表資料「PFI関連法令・ガイドライン等」
（https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/hourei_index.html）

• PFI/PPPに関する関連法令・ガイドライン等

● ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン

⇒内閣府 PPP/PFI推進室 公表資料「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」
（ https:// www8.cao.go.jp › pfi › kaigi › pdf › shiryo_05-03）

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/pfi_gaiyou/pfi_gaiyou.html
https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/hourei_index.html
https://www.mlit.go.jp/common/001093085.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/pfi_gaiyou/pfi_gaiyou.html


参考資料
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● PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集
⇒国土交通省総合政策局
「PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」

（ https://www.mlit.go.jp/common/001093085.pdf ）

● 地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き

⇒国土交通省総合政策局
「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き」
（https://www.mlit.go.jp/common/001236961.pdf ）

• 地方公共団体の担当者向けの資料

● PPP/PFI事例集・参考書

⇒国土交通省総合政策局 「PPP/PFI事例集・参考書」
（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html）

• 国土交通省による調査業務の成果を踏まえて策定した、PPP/PFIに関する事例集・参考書を公開
• 地方公共団体等における公共施設の整備・維持管理・運営にあたって参考となるよう作成したもの

https://www.mlit.go.jp/common/001093085.pdf
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html


お問い合せ先
日建設計総合研究所

主任研究員 小川貴裕
ogawat@nikken.jp

080-6907-9365

ご清聴ありがとうございました

mailto:ogawat@nikken.jp
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